
建設リサイクルの現状と
今後の課題について
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１．廃棄物の課題１．廃棄物の課題
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廃棄物の排出量

廃棄物の総排出量約４億７，４００万トンのうち

約９０％は、産業廃棄物 （平成１７年度実績 環境省調査をもとに算出）

※※放射性廃棄物は除く放射性廃棄物は除く
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減量化量
３，５４０万トン
（６７%）

最終処分量
７３３万トン
（１４%）

再資源化量

１００３万トン
（１９%）

廃棄物の処理状況

一般廃棄物は、減量化が中心
産業廃棄物は、可能な限り再資源化を行い、再資源化が困
難な場合に縮減、最終処分

（平成１７年度実績 環境省調査）

一般廃棄物の処理状況一般廃棄物の処理状況 産業廃棄物の処理状況産業廃棄物の処理状況

再資源化量
２億１，９００万トン

（５２％）
減量化量

１億７，９００万トン
（４２％）

最終処分量
２，４００万トン
（６％）
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リサイクル率の推移

• 一般廃棄物と産業廃棄物のリサイクル率の推移
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最終処分場の残余容量
一般廃棄物の最終処分場残余容量は １４．８年分
産業廃棄物の最終処分場残余容量は わずか ７．７年分
（平成１７年度実績 環境省調査）

※残余年数は、残余容量／最終処分量 により算出。一般廃棄物については、1m3=0.8163t、産業廃棄物については1m3=1tで計算。

6.24222,612近畿圏

3.46592,229うち首都圏

7.72,42318,625産業廃棄物

14.873313,302一般廃棄物
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5一般廃棄物の残余容量及び残余年数 産業廃棄物の残余容量及び残余年数



産業廃棄物不法投棄の現状

産業廃棄物不法投棄件数及び不法投棄量産業廃棄物不法投棄件数及び不法投棄量 （環境省調査）（環境省調査）
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物質循環の現状

• 我が国の物質フロー（平成１７年度）

循環型社会形成推進基本計画より
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・環境負荷の増大

・資源の消費拡大

・環境負荷の低減

・天然資源の消費抑制

大量生産,大量消費,大量廃棄

大量消費社会大量消費社会
環境と経済、社会が一体となって発展
３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用）
の推進と廃棄物の適正処分

（20世紀） （21世紀）

循環型社会循環型社会

生活スタイルの変革
生産システムの変革

産業

生活自然

社会

持続可能な社会

社会システムの変革

大量消費社会から循環型社会へ
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循環型社会の姿循環型社会の姿

天然資源投入

生産
（製造・流通等）

消費・使用

処理
（再生、焼却等）

最終処分（埋立）

廃棄

適正な３Ｒと処分により、
天然資源の消費が抑制され、
環境への負荷が低減される社会

天然資源の
消費の抑制

１番目: 発生抑制
Reduce
リデュース

２番目: 再使用
Reuse
リユース

３番目：再生利用
Recycle
リサイクル

５番目：適正処分

４番目：熱回収
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廃棄物処理法 資源有効利用促進法

容

器

包

装

リ
サ
イ
ク
ル
法

環境基本法 環境基本計画

＜ 再生利用の推進 ＞＜ 廃棄物の適正処理 ＞

個別物品の特性に応じた規制

ガラスびん、Ｐ
ＥＴボトル、紙
製・プラスチッ
ク製容器包装等

エアコン、冷蔵庫・
冷凍庫、ＴＶ、洗濯
機

グリーン購入法（国が率先して再生品などの調達を推進）

コンクリート塊、
アスファルト・
コンクリート塊、
建設発生木材

食品残さ 自動車

家

電

リ
サ
イ
ク
ル
法

食

品

リ
サ
イ
ク
ル
法

建

設

リ
サ
イ
ク
ル
法

自

動

車

リ
サ
イ
ク
ル
法

循環型社会形成推進基本計画 ：国の他の計画の基本

社会の物質循環の確保
天然資源の消費の抑制
環境負荷の低減

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法）

循環型社会を形成するための法体系循環型社会を形成するための法体系
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物質フロー目標

○資源生産性
＝GDP/天然資源等投入量

○循環利用率
＝循環利用量/総物質投入量

○最終処分量
＝廃棄物最終処分量

平成27年度：約42万円／t
（平成12年度から概ね6割向上）

平成27年度：約14～15％
（平成12年度から概ね4～5割
向上）

平成27年度：約2,300万t
（平成12年度から概ね60%減）
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循環型社会形成推進基本計画の目標循環型社会形成推進基本計画の目標

循環型社会形成推進基本計画より



２．建設廃棄物の課題２．建設廃棄物の課題
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建設廃棄物の建設廃棄物の種類種類

産
業
廃
棄
物

産産
業業
廃廃
棄棄
物物

廃棄物処理法施行令で廃棄物処理法施行令で
定められた産業廃棄物定められた産業廃棄物

建設工事で発生する廃棄物建設工事で発生する廃棄物

ガラス・陶磁器ガラス・陶磁器くずくず

建設廃棄物建設廃棄物

建設汚泥建設汚泥 アスファルト・コンクリート塊アスファルト・コンクリート塊

建設発生木材建設発生木材

コンクリート塊コンクリート塊

廃塩ビ管、合成ゴムくず廃塩ビ管、合成ゴムくず などなど

ガラスくず、瓦、タイルくずガラスくず、瓦、タイルくず などなど

金属加工金属加工くずくず、保安柵、保安柵くずくず など（有償売却不能品）など（有償売却不能品）

包装材、段ボール、壁紙くず包装材、段ボール、壁紙くず など（有償売却不能品）など（有償売却不能品）

廃ウエス、ロープ類、畳など廃ウエス、ロープ類、畳など

防水アスファルト、アスファルト乳剤残さ防水アスファルト、アスファルト乳剤残さ などなど

天然ゴムくず天然ゴムくず

建設混合廃棄物建設混合廃棄物

（廃棄物が分別（廃棄物が分別
されずに混在してされずに混在して
いるもの）いるもの）

※※ 赤字は、排出量の多い主たる建設廃棄物赤字は、排出量の多い主たる建設廃棄物

はは 建設リサイクル法に基づく建設リサイクル法に基づく
特定建設資材廃棄物特定建設資材廃棄物

がれき類がれき類

廃プラスチック廃プラスチック

汚泥汚泥

木木くずくず

金属金属くずくず

紙くず紙くず

ゴムくずゴムくず

繊維繊維くずくず

燃えが燃えがらら

廃油廃油

廃アルカリ廃アルカリ
廃酸廃酸

動植物性残さ動植物性残さ

動物の動物のふんふん尿尿

鉱鉱さいさい

動物の死体動物の死体

ばいじんばいじん

ガラス・陶磁器ガラス・陶磁器くずくず

動物系固形不要物動物系固形不要物

産業廃棄物を処産業廃棄物を処
理するために処理するために処
理したもの理したもの

※ 産業廃棄物には該当しない建設副産物として「建設発生土」がある 13



建設廃棄物の排出量と最終処分量

産業廃棄物排出量 約４億２，２００万トンの約２割（７，６４７万トン）が建設廃棄物

（平成１７年度実績 環境省調査）

産業廃棄物最終処分量 約２，４００万トンの約１／４（６００万トン）が建設廃棄物

（平成１７年度実績 環境省調査、平成１７年度建設副産物実態調査）

産業廃棄物排出量 約４億２，２００万トンの約２割（７，６４７万トン）が建設廃棄物

（平成１７年度実績 環境省調査）

産業廃棄物最終処分量 約２，４００万トンの約１／４（６００万トン）が建設廃棄物

（平成１７年度実績 環境省調査、平成１７年度建設副産物実態調査）

平成１平成１７７年度産業廃棄物排出量年度産業廃棄物排出量

電気・ガス・
熱供給・
水道業
9,707万ｔ
(23%)

農業
8,754万ｔ
(20.8%)建設業

7,647万ｔ
(18.1%)

パルプ・紙・紙
加工品製造業
3,549万ｔ
(8.4%)

鉄鋼業
4,318万ｔ
(10.2%)

化学工業
1,680万ｔ
(4%)

その他
6,545万ｔ
(15.5%)

14平成平成１７年度１７年度産業廃棄物最終処分量産業廃棄物最終処分量

建設廃棄物

600万t

その他の産

業廃棄物



各種指標の進捗状況 ～不法投棄量～
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産業廃棄物の不法投棄量の推移（環境省調査）

平成１８年度に新たに発覚した
産業廃棄物の品目別不法投棄量（環境省調査）

◎産業廃棄物の不法投棄量の多くが建設廃棄物である

：建設廃棄物

：非建設廃棄物
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がれき, 44,974t

建設混合廃棄物,

26,956t

汚泥（建設系）,

9,357t

木くず（建設系）,

5,506t

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類（そ

の他）, 3,405t

汚泥（その他）,

11,756t

ガラス・陶磁器く

ず, 2,374t

鉱さい, 3,354t

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類（建

設系）, 2,397t
その他, 3,526t

動物のふん尿,

4,245t

木くず（その他）,

11,480t

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類（廃

タイヤ）, 1,903t

平成18年度
不法投棄量
131,233ｔ



建設廃棄物の品目別排出量・最終処分量

平成１７年度建設廃棄物平成１７年度建設廃棄物
品目別排出量品目別排出量（国土交通省調査）（国土交通省調査）

平成１７年度建設廃棄物品目別平成１７年度建設廃棄物品目別
最終処分量最終処分量 （国土交通省調査）（国土交通省調査）

コンクリート塊

90万t(10%)

アスファルト

・コンクリート塊

40万t(7%)

建設汚泥

190万t 

(32%)

建設発生木材40万t (7%)

建設混合

廃棄物

210万t (34%)

その他60万t (10%)

アスファルト

・コンクリート塊

2,610万t(34%)

建設汚泥

750万t (10%)

建設発生木材470万t (6%)

建設混合廃棄物290万t (4%)

その他360万t (5%)

コンクリート塊

3,220万t

(41%)
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建設廃棄物の品目別排出量・最終処分量（工種別）

（単位：万ｔ）搬出量ベース

最終処分量ベース

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

土木

建築（新築系）

建築（解体）

0 50 100 150 200 250 300 350

土木

建築（新築系）

建築（解体）

コンクリート塊 アスファルト・コンクリート塊 建設発生木材 建設汚泥 建設混合廃棄物
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品目別再資源化率等
１．３ 建設副産物実態調査

100

平成７年度実績 平成１7年度実績

建設発生土

（有効利用率）
62.9%

32%

建設廃棄物 92.2%

58.2%

ｱｽﾌｧﾙﾄ
・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 98.6%

80.8%

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 98.1%

64.7%

建設発生木材 68.2%

40.3%

建設混合廃棄物
（排出量）

293万ｔ

952万ｔ

建設汚泥 74.5%

13.8%

建設副産物の再資源化等の状況（建設副産物実態調査）

※斜体字は縮減（焼却、脱水）含み
※建設発生土の実績（下線字）は現場内完結利用を含まない有効利用率

90.7%

平成２４年度目標

87%

94%

98%以上

98%以上

77%

平成17年度の排出量
に対して30%削減

82%

95%以上

205万ｔ

80.1%
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建設廃棄物の最終処分量は大幅に減少

建設廃棄物最終処分総量 約600万トン （平成17年度）

最終処分量（単位：万トン）

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500 5,000

平成7年度

平成12年度

平成14年度

平成17年度

アスファルト・

コンクリート塊
コンクリート塊 建設汚泥 建設混合廃棄物

建設

発生

木材

そ
の
他

４，１００万トン

１，２８０万トン

７００万トン

排出量は
Ｈ１４ ８，２７０万トン

↓
Ｈ１７ ７，７００万トン

（約７％減）

排出量は
Ｈ１４ ８，２７０万トン

↓
Ｈ１７ ７，７００万トン

（約７％減）
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建設廃棄物の課題

最終処分場の残余容量
はひっ迫
（産業廃棄物は約7.7年分）

最終処分場の残余容量最終処分場の残余容量
はひっ迫はひっ迫
（産業廃棄物は約（産業廃棄物は約7.77.7年分）年分）

建設廃棄物は量が多い
＝環境への負荷が大きい
建設廃棄物は量が多い建設廃棄物は量が多い
＝環境への負荷が大きい＝環境への負荷が大きい

①全産業廃棄物
排出量の約２割

②全産業廃棄物
最終処分量の約１/４

③全産業廃棄物
不法投棄量の約７割

①全産業廃棄物①全産業廃棄物
排出量の約２割排出量の約２割

②全産業廃棄物②全産業廃棄物
最終処分量の約最終処分量の約１１//４４

③全産業廃棄物③全産業廃棄物
不法投棄量の約不法投棄量の約７７割割

排出抑制

○ H１４年度→Ｈ１７年度
建設廃棄物排出量は７％減少

○ 今後、建築物の解体から発生する
建設廃棄物の増加が予想される

排出抑制排出抑制

○○ HH１４年度→Ｈ１７年度１４年度→Ｈ１７年度
建設廃棄物排出量は７％減少建設廃棄物排出量は７％減少

○○ 今後、今後、建築物の解体から発生する建築物の解体から発生する
建設廃棄物の増加が予想される建設廃棄物の増加が予想される

再資源化等の推進

○ H１４年度→Ｈ１７年度
建設廃棄物の再資源化等率は
９１．６％→９２．２％と上昇

建設廃棄物の最終処分量は
700万トン→600万トン
と減少

ただし、建設発生木材、建設汚泥
建設混合廃棄物の再資源化率は
低迷している。

再資源化等の推進再資源化等の推進

○○ HH１４年度→Ｈ１７年度１４年度→Ｈ１７年度
建設廃棄物の再資源化等率は建設廃棄物の再資源化等率は
９９１．６１．６％％→→９２９２．２．２％と％と上昇上昇

建設廃棄物の建設廃棄物の最終処分量は最終処分量は
700700万トン→万トン→600600万トン万トン
と減少と減少

ただし、建設発生木材、建設汚泥ただし、建設発生木材、建設汚泥
建設混合廃棄物の再資源化率は建設混合廃棄物の再資源化率は
低迷している。低迷している。
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３．建設リサイクルに関する制度３．建設リサイクルに関する制度
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建設リサイクルの概念

資源採取から最終処分まで

資源採取資源採取資源採取

資材製造資材製造資材製造 中間処理中間処理中間処理

最終処分最終処分最終処分

計画・設計計画・設計計画・設計

施工施工施工

維持・管理維持・管理維持・管理

更新・解体更新・解体更新・解体

最大化最大化最大化

最大化最大化最大化

最小化最小化最小化

最小化最小化最小化
他産業他産業他産業

廃棄物廃棄物

最小化最小化最小化

再生資材再生資材

再生資材再生資材

廃棄物廃棄物
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循環型社会形成推進のための取り組み循環型社会形成推進のための取り組み

循環型社会形成循環型社会形成循環型社会形成

容器包装リサイクル容器包装リサイクル 家電リサイクル家電リサイクル 食品リサイクル食品リサイクル 自動車リサイクル自動車リサイクル

建設リサイクル建設リサイクル

建設リサイクル法建設リサイクル法(H12.5)

建設リサイクル法建設リサイクル法
基本方針基本方針(H13.1)

建設ﾘｻｲｸﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ建設ﾘｻｲｸﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
(H14.5)

ﾘｻｲｸﾙ原則化ﾙｰﾙﾘｻｲｸﾙ原則化ﾙｰﾙ
((H1H18.6))

建設副産物適正処理建設副産物適正処理
推進要綱推進要綱(H14.5)

平成１７年度までにＣｏ塊平成１７年度までにＣｏ塊
Ａｓ塊、建設発生木材のＡｓ塊、建設発生木材の
最終処分量をゼロにする。最終処分量をゼロにする。

民間工事民間工事 公共工事公共工事

地方公共団体発注工事地方公共団体発注工事 国の直轄工事国の直轄工事

他省庁所管の直轄工事他省庁所管の直轄工事 国土交通省所管の直轄工事国土交通省所管の直轄工事

建設ﾘｻｲｸﾙ推進計
画２００８ (H２０.４)

建設発生土等の有効利用に
関する行動計画（H15.10)

コンクリート塊コンクリート塊 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 建設発生木材建設発生木材 建設混合廃棄物建設混合廃棄物 建設汚泥建設汚泥 建設発生土建設発生土
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建設汚泥の再生利用に
関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（H18.6)



国土交通省所管の直轄事業（受託工事含む）に適用

経済性にかかわらず実施（原則化）

指定副産物の工事現場からの搬出
コンクリート塊、アスコン塊、建設発生木材 →
再資源化施設への搬出を義務付け

（建設発生木材については、縮減で足りる場合も規定）

建設汚泥

→ 他工事現場での利用もしくは再資源化施設への搬出を

義務付け

（縮減（脱水等）を行った上で最終処分できる場合も規定）

建設発生土

→ 50km以内の他の建設工事（民間含む）へ搬出

再生資材等の利用（工事に要求される品質を考慮した上）
再生骨材 → 40km以内に再資源化施設があれば利用

再生アスコン → 40kmかつ1.5時間以内にあれば利用

建設発生土・建設汚泥処理土→50km以内の他の建設工事等から流用

リサイクル原則化ルール
（参照：H18.6.12付 大臣官房技術調査課長・大臣官房公共事業調査室長・大臣官房官庁営繕部営繕計画課長
総合政策局事業総括調整官発 『公共建設工事における「リサイクル原則化ルール」について』）

建設リサイクル建設リサイクル
法に基づく法に基づく
再資源化等再資源化等
の義務化の義務化
（土木工事（土木工事
５００万円以上５００万円以上
新築建築工事新築建築工事
５００ｍ５００ｍ２２以上以上
建築解体工事建築解体工事
８０ｍ８０ｍ２２以上）以上）

建設リサイクル建設リサイクル
法基本方針法基本方針
「再生資源により「再生資源により
得られた物の公得られた物の公
共事業での率先共事業での率先
利用」に同じ利用」に同じ
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公共工事発注者としての責務を徹底するため次の３点についてと
りまとめたもの（国土交通省所管の直轄事業 （受託工事含む）を
対象とする）

①計画・設計段階におけるﾘｻｲｸﾙ計画の策定

②工事事務所においてﾘｻｲｸﾙの徹底に向けた検討体制の強化

③ﾘｻｲｸﾙ実施状況のとりまとめ

建設リサイクルガイドライン建設リサイクルガイドライン
（（参照：参照：H14.5.30H14.5.30付付 大臣官房技術調査課長・大臣官房公共事業調査室長・大臣官房官庁営繕部営繕計画課長大臣官房技術調査課長・大臣官房公共事業調査室長・大臣官房官庁営繕部営繕計画課長
総合政策局事業総括調整官発総合政策局事業総括調整官発 「建設リサイクル推進に係る実施事項について」）「建設リサイクル推進に係る実施事項について」）

設計設計設計 積算積算積算 完了完了完了発注発注発注

○リサイクル
計画書の作成

○リサイクル
計画書の作成

○リサイクル阻
害要因説明書
の作成

○再生資源利用
（促進）計画（実
施）書の作成を
特記仕様書に明
記

○建設リサイク
ル法第１２条に
基づく事前説明
の実施

○再生資源利用
（促進）計画（実
施）書 の受理（建
設リサイクル法第
１８条に基づく報
告を兼ねる）
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４．建設リサイクル法の概要４．建設リサイクル法の概要
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分別解体等及び再資源化等の義務付け

一定規模以上の工事、特定建設資材を対象

分別解体等及び再資源化等の義務付け分別解体等及び再資源化等の義務付け

一定規模以上の工事、特定建設資材を対象一定規模以上の工事、特定建設資材を対象

建設リサイクル法の概要

発注者・受注者間の
契約手続きの整備

工事の事前届出、分別解体
費用等の適正な支払い

発注者・受注者間の発注者・受注者間の
契約手続きの整備契約手続きの整備

工事の事前届出、分別解体工事の事前届出、分別解体
費用等の適正な支払い費用等の適正な支払い

解体工事業者の
登録制度の創設

適正な解体工事の実施、
施工技術の確保

解体工事業者の解体工事業者の
登録制度の創設登録制度の創設

適正な解体工事の実施、適正な解体工事の実施、
施工技術の確保施工技術の確保

基本方針の策定

再資源化等に関する目標の設定等

基本方針の策定基本方針の策定

再資源化等に関する目標の設定再資源化等に関する目標の設定等等
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解体８０㎡←建築物解体によって生じる廃棄物の解体８０㎡←建築物解体によって生じる廃棄物の95%95%カバーカバー

新築５００㎡新築５００㎡ ←← ８０㎡の解体と同量程度の廃棄物８０㎡の解体と同量程度の廃棄物

修繕・模様替１億円←修繕・模様替１億円← ８０㎡の解体と同量程度の廃棄物８０㎡の解体と同量程度の廃棄物

土木５００万円土木５００万円 ←← 建築（民間主体）より高い捕捉率建築（民間主体）より高い捕捉率

対象建設工事の規模基準
（建設リサイクル法施行令第２条）

対象建設工事：一定規模以上の解体工事、新築工事等
一定規模 ［政令］
建築・解体： 床面積 ８０㎡
建築・新築： 床面積 ５００㎡
建築・修繕・模様替 金額 １億円
土木工作物： 金額 ５００万円
［都道府県条例での上乗せ基準の規定が可能］
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特定建設資材特定建設資材
コンクリートコンクリート（プレキャスト版などの二次製品を含む）（プレキャスト版などの二次製品を含む） 、、
木材、アスファルト・コンクリート木材、アスファルト・コンクリート

その再資源化が、資源の有効利用及び廃棄物の減量に大
きく寄与するもの

→ 特定建設資材３品目で建設廃棄物排出量の８割

再資源化技術が確立・普及しており、再資源化を
義務付けることが、過度の負担とならないもの

→ 再資源化施設が整備されている

特定建設資材の指定 （建設リサイクル法施行令第１条）

特定建設資材廃棄物特定建設資材廃棄物（特定建設資材が廃棄物になったもの）（特定建設資材が廃棄物になったもの）

コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、
建設発生木材（抜根、伐採材を除く）建設発生木材（抜根、伐採材を除く）
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発発 注注 者者
分別解体等の分別解体等の
計画作成計画作成

受注者受注者受注者

③事前届出③事前届出

助言・勧告、命令助言・勧告、命令

④変更命令④変更命令

①説明①説明

⑤告知⑤告知 ⑤契約⑤契約

下請業者下請業者

②契約②契約

都道府県都道府県
知事知事

・分別解体等、・分別解体等、
再資源化等の実施再資源化等の実施

・技術管理者による・技術管理者による
施工の管理施工の管理

・現場における・現場における
標識の掲示標識の掲示

元請業者元請業者
対象建設工事の届出対象建設工事の届出
事項に関する書面事項に関する書面

⑦書面による報告⑦書面による報告

発注者・受注者間の契約手続の整備発注者・受注者間の契約手続の整備

元請業者元請業者
再資源化等の再資源化等の
完了の確認完了の確認

⑥⑥

30



解体工事業者登録の必要性

平均的な解体工事の請負金額は30坪で
約100万円であり、建設業許可が不要

平均的な解体工事の請負金額は平均的な解体工事の請負金額は3030坪で坪で
約約100100万円であり、建設業許可が不要万円であり、建設業許可が不要

無許可、無登録で、技術力のない者、
不良業者が容易に参入可能

無許可、無登録で、技術力のない者、無許可、無登録で、技術力のない者、
不良業者が容易に参入可能不良業者が容易に参入可能

・ミンチ解体等、不適正な施工
・不法投棄等

・ミンチ解体等、不適正な施工・ミンチ解体等、不適正な施工
・不法投棄等・不法投棄等

機械さえあればミンチ解体機械さえあればミンチ解体
で解体工事が可能で解体工事が可能

・知事による解体工事業者登録
・技術管理者の選任

・知事による解体工事業者登録・知事による解体工事業者登録
・技術管理者の選任・技術管理者の選任

平成１３年５月３０日施行平成１３年５月３０日施行

建設業法建設業法
500500万円未満の建設工事万円未満の建設工事
のみを請負う業者はのみを請負う業者は
建設業許可不要建設業許可不要

不良業者の参入抑止と不良業者の参入抑止と
追跡を可能にする必要追跡を可能にする必要
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５．建設リサイクルに関する
今後の方向性

５．建設リサイクルに関する
今後の方向性
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0 20 40 60 80 100

H7年度 H12年度 H14年度 H17年度

コンクリート塊に関する今後の方向性

現状

再生砕石等に

ほぼ全量リサイクル

課題

高度成長時代の建築物の解
体により、排出量が急激に増
加

今後の方向性

再生コンクリートなど、リサイク
ル用途の拡大（JIS化されたコ
ンクリート再生骨材の普及促
進等）

H17再資源化率９８％ 現状維持

コ
ン
ク
リ
ー
ト
塊

９８％

９６％
６５％

目標値（H24) ９８％以上

再資源化率

（％）
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コンクリート塊の再資源化

約２，７９０万トン

約
３
，
２
２
０
万
ト
ン

再生コンクリート骨材

再生砕石

・粗骨材：３５％

・細骨材：３０％

・細粒分：３４％

・水分：１％

再生コンクリート骨材として利用。

土壌改良材、セメント原料として、技術的には利用可能。しかし、
土壌改良材はニーズが少ないこと、セメント原料は再生コストが
高すぎて現実的には未だ技術開発過程であることが課題。

加熱による、コンクリート塊からの脱水分。

：加熱すりもみ法（その他、偏心ローター式、スクリュー摩砕方式がある ）
（※３００℃で加熱後、磨砕処理して、粗・砕骨材とセメントペーストに分離回収する方法）

・再生砕石：１００％ 全量、再生砕石として利用。

コ
ン
ク
リ
ー
ト
塊

数万トン程度
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再生砂

・土砂：１００％ 全量、土砂として利用。

約３６０万トン



コンクリート再生骨材のＪＩＳ化の動向

35

※生コンのJIS規格(JIS A 5308)において、現時点ではコンクリート用再生骨材の使用が規定さ

れていない

さらに、建築物の主要構造部等にコンクリート用再生骨材Ｈを使用した生コンを使用するため

には、建築物の主要構造部等で使用できる建築材料を規定する建築基準法第37条に基づく告示

を改正する必要がある

ＪＩＳ規格の形態

ＪＩＳ規格

想定される使用用途

骨材の品質（吸水率）

13.0％以下7.0％以下3.5％以下細骨材

裏込めコンクリート、均し
コンクリート、捨てコンク
リート等、高い強度・高い
耐久性が要求されない
部材及び部位での使用
を想定

杭、基礎梁、鋼管充填コ
ンクリート等、乾燥収縮
や凍結融解の影響を受
けにくい部材での使用を
想定

特に制限無し

（通常の骨材と同等）

コンクリートとしての規格コンクリートとしての規格骨材としての規格

H18.3.25制定済み
ＪＩＳ Ａ 5023「再生骨材
Ｌを用いたコンクリート」

H19.3.20制定済み
JIS A 5022「再生骨材
Ｍを用いたコンクリート」

H17.3.20制定済み
ＪＩＳ Ａ 5021「コンク
リート用再生骨材Ｈ」

7.0％以下5.0％以下3.0％以下粗骨材

再生骨材Ｌ再生骨材Ｍ再生骨材Ｈ



再生骨材H ：高度な磨砕処理を行い、天然骨材と同等の品質を確保した骨材。（一般用途のコンクリートに使用）
再生骨材M：破砕、磨砕等の処理を行い、ＨとＬの中間品質の骨材（杭、基礎梁など乾燥収縮や凍結融解の影響を受けない部分のコンクリートに使用）
再生骨材Ｌ ：破砕処理しただけの骨材。（高い強度や耐久性を求められない部分のコンクリートに使用）

コンクリート塊の再資源化の課題と対応

生コンのJIS規格（A5308）に、コン
クリート用再生骨材の使用が規定
されていない。

生コンのJIS規格の2008年度改正
に向けた検討の中で扱いを議論

「コンクリート用再生骨材Ｈ」のJIS
を制定（H17.3.20）

「再生骨材Ｌを用いたコンクリート」
のJISを制定（H18.3.25）

「再生骨材Mを用いたコンクリート」
のJISを制定（H19.3.20）

建築物の主要構造部等で使用す

る建築材料を規定する建築基準

法第37条に基づく告示に規定され

ていない。

告示改正に向け、建築研究所で強
度・耐久性等の確認試験
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繰返し再生や改質アス普及によ
る低針入度材の増加
再生利用技術が確立されていな
い排水性舗装等の打ち換えが
今後増大

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊に関する今後の方向性

0 20 40 60 80 100

H7年度 H12年度 H14年度 H17年度

９９%

９８%

８１%

目標値（H24) ９８％以上

現状 課題 今後の方向性

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
塊

再生砕石、再生アス
ファルト合材等にほ
ぼ全量リサイクル

室内実験、試験舗装等の
実施による
リサイクル技術の確立

H17再資源化率99％ 現状維持

再資源化率

（％）
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９９%



アスファルト・コンクリート塊の再資源化

再生アス
ファルト合材

再生砕石

38

約
２
，
５
８
２
万
ト
ン

約１，０６０
万トン

約１，５１０
万トン

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
・

コ
ン
ク
リ
ー
ト
塊

最終処分（約３７万トン）

・再生アスファルト合材：

全量、アスファルト混合物用骨材として利用。

・再生砕石：

全量、再生砕石（路盤材等）として利用。

再生砕石
（コンクリート由来）

約
４
，
５
６
５
万
ト
ン

粒度調整材
（砕石新材）



改質ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装等の再資源化が困難な理由

改質アスファルト舗装発生材

粘着性が
高い

・旧材のアスファルト抽出、性状把握が困難

排水性アスファルト舗装発生材 ＝高濃度な改質アスファルト（ポリマー改質Ｈ型）を含有

→再生合材の配合設計が困難

粘着性が
非常に高い

通常の改質アスファルト舗装よりも粘着力が強いため問題が顕著

＝＝改質アスファルト改質アスファルト（ゴム・エラストマ等）（ゴム・エラストマ等）をを含有含有

・旧材のアスファルトと新材のアスファルトの混合が困難

→再生合材の製造・施工が困難

→再生合材の品質確保が困難

・再生合材製造設備・施工機械への付着

再生アスファルト舗装発生材

・再生利用の繰返しによりアスファルトが硬化（低針入度化）し接着強度が低下
→ひび割れ等に対する耐久性が低下

・改質アスファルト舗装発生材等との分別管理が困難

＝硬化したアスファルトを含有

さらに．．．
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アスファルト・コンクリート塊の再資源化に向けた対応

改質アスファルト
舗装発生材

舗装発生材の種別 再生材としての用途 対応（予定）

排水性舗装発生材
（表層のみ）

排水性アスファルト
舗装の表層用骨材

平成17年度、再生利用
手法を提案。

試験舗装により検証中。

再生アスファルト
舗装発生材
（低針入度材）

再生アスファルト（密粒・
粗粒）混合物用の骨材

評価方法、配合設計法、
耐久性試験等を実施中。
平成20年度までに再生
利用限界を明確化。

舗装再生便覧改訂
（Ｈ２１）等において
利用基準の見直し

40

舗装再生便覧（Ｈ１６）で
配慮事項、利用例記載。

試験舗装実施中。

平成20年度までに評価
法・利用限界を明確化。

排水性舗装発生材
（表層+基層）

再生アスファルト（密粒・
粗粒）混合物用の骨材

再生アスファルト（密粒）
混合物用の骨材

舗装再生便覧に配合設
計方法の例を記載。

平成17年度、再生利用
技術を提案。

試験舗装により検証中。



建設発生木材に関する今後の方向性

0 20 40 60 80 100

H7年度 H12年度 H14年度 H17年度

８３%

８９%

４０%

縮減 45%

縮減 28%再資源化 61%

再資源化 38%

目標値（H24)
９５％以上

建
設
発
生
木
材

製紙材料、再生木質
ボード、燃料等にリサイ
クル

・木材チップが不適正に堆積さ
れている

・リサイクル品の需要が少ない

・廃掃法による不適正処理防止
・モデル地域（千葉県）における
需要拡大対策の検討

→引続き全国展開

H17再資源化率６８％ H24再資源化率７７％

現状 課題 今後の方向性

再資源化等率
（％）

（７７％）
（縮減を除く）
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①
　場外搬出量

471

77%
③再資源化施設へ

363

6% ⑤最終処分 28

再資源化
施設

10%⑦再資源化施設減量化量 45

最終処分44

単位：万トン

3% ②工事間利用　13

⑥再資源化
　 施設後再利用
 　308   65%　

1% ⑩焼却施設後最終処分 7

14%
 ④焼却施設へ67

焼却施設

13% ⑨焼却施設減量化量 60

2%  ⑧再資源化施設後最終処分量 9

パーティクルボード等　42
製紙用　44
堆肥　40

サーマル　120

敷料　26

マルチング　8

その他　29

建設発生木材の再資源化

注）数値は平成１７年度実績

資料：平成１７年度建設副産物実態調査
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建設発生木材の破砕施設からの出荷先（用途別）

再資源化量［千葉県］ 202千トン

注）再資源化量はＨ14センサスより、破砕施設からの出荷量の全国値はＨ12環境省調査及び千葉WGアンケート調査より

サーマル
38.7%

敷料
6.2%

堆肥
8.1%

その他
2.3%

製紙用
18.3%

パーティクル
ボード用
24.2%

マルチング
2.2%

再資源化量［全国］ 2,836千トン

サーマル
55.9%

敷料
5.9%

堆肥
5.4%

その他
1.5%

製紙用
4.5%

パーティクル
ボード用
20.8%

マルチング
5.9%

＜サーマルの内訳＞

68.2%

25.2%

0.6%

5.6%

0.4%

パーティクルボード製造業

板紙製造業等
石膏ボード製造業

セメント製造業

その他

＜サーマルの内訳＞

28.6%

35.2%

11.5%

3.3%

15.3%

6.0%

パーティクルボード製造業

板紙製造業等

セメント製造業 その他

石膏ボード製造業

不明

[千葉県] [全国]
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建設発生木材の破砕施設からの出荷先（用途別）

注）再資源化量はＨ14センサス、破砕施設からの
出荷量は平成12年度環境省調査データ、ただし
富山県のサーマルの内訳はＨ１４国土交通省北陸
地方整備局調査より

14 .4%

0 .0%

0 .0%

85 .6%

0 .0%

再資源化量［富山県］ 35千トン

サーマル
54 .2%

敷料
0.0%

堆肥
0.0%

その他
0.0%

製紙用
14 .8%

パーティクル
ボード用
31 .0%

マルチング
0.0%

パーティクルボード
製造業

板紙製造業等

石膏ボード製造業

セメント
製造業

その他

＜サーマルの内訳＞

［富山県］

再資源化量［静岡県］ 140千トン

サーマル
55.9%

敷料
0.3%

堆肥
0.1%

その他
0.0%

製紙用
38 .7%

パーテ ィクル
ボード用
5.0%

マルチング
0.0%

＜サーマルの内訳＞

［静岡県］

40.7%

26 .1%

22 .7%

8 .1%

2 .5%

0 .0%

パーティクルボード
製造業

板紙製造業等 石膏ボード
製造業

セメント製造業 その他

不明
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パーティ
クルボー
ド

(20.8%)

製紙
(4.5%)
堆肥
(5.4%)

敷料
(5.9%)マル

   チング
    (5.9%)

燃料（石
膏ボード
製造業）
(38.1%)

燃料（そ
の他）
(14.6%)

燃料（板
紙製造
業）
(3.1%)

その他
(1.6%)

特定建設資材の再資源化率
（平成１４年度、千葉県）

コンクリート塊 ９９．８％

９８％

７９％

アスファルト・
コンクリート塊

建設発生木材

産業廃棄物の不法投棄量

平成１２年度

平成１３年度

平成１４年度

うち千葉県内 全国
40.3万t

4.8万t

3.6万t

24.2万t

31.8万t

12.1万t

平成１５年８月、千葉県佐倉市にて
不適正に堆積された木材チップの
自然発火による火事が発生

○建設発生木材のリサイクル率は未だ
低い

○木材チップの不法投棄は深刻な課題
○利用先が建設産業以外の多種多様で
あり、需要と供給のバランスを取る
ことが困難

千葉県内の破砕施設からの出荷先

千葉県での行動計画策定の背景
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再資源化率 ７９％(202/255) 再資源化率 ８８％(401/454)
→目標値 ９０％

単位：千トン

113

破砕
施設

206

排
出
量

181

38

最終
処分場
9

3

3

H14現状

1

0

3

44 縮減

202

113 燃料用

42 ﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞ用

9 製紙用

12 敷料
12 マルチング

11 堆肥

3 その他

2
2

県外

５

他工事
・売却

1

一廃焼却施設

県外

294

単位：千トン

3
6

県外

212

５

排
出
量

125 燃料用

46 ﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞ用

9 製紙用

14 敷料
12 マルチング

11 堆肥

3 その他

最終
処分場
9

3

3

H22予測

県外

1

0
3

他工事
・売却

220

産廃焼却
施設 46

破砕
施設

405

新たなリサイクル先の
確保

181

産廃焼却
施設 46

1
一廃焼却施設

38

県外建設
現場

県外
破砕施設

54139

6

県外建設
現場

県外建設
現場

67

県外
破砕施設

26

44 縮減

2 2
6

県外建設
現場

行動計画による目標値
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木材チップが不適正に
堆積されている

リサイクル品の需要拡大
による、建設発生木材の
受け皿の確保が必要

建設発生木材の排出量
と木材チップの需要量
に乖離が生ずる見込み

不適正処理の防止
・取締りの徹底
・契約の適正化 等

建設発生木材の排出量
の削減

木材チップの需要量の
増大

課
題

対
応
策

発生から再利用
に至る各段階で
の数量が確認で
きず、原因特定
が困難

建設発生木材のフローを完全に把握する仕組みの構築

行動計画の基本的考え方
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Ⅰ 建設発生木材の不適正処理の防止
Ⅱ 建設発生木材の排出量の削減と
リサイクルの推進

①廃棄物処理法等による取締りの徹底
②適正な処理業者を選定できる仕組み作り
③排出事業者と処理業者の契約の適正化
④千葉県への届出の拡充

１ リデュース・リユースの推進

①公共工事におけるﾘﾃﾞｭｰｽ･ﾘﾕｰｽの推進
②建築工事におけるﾘﾃﾞｭｰｽ･ﾘﾕｰｽの推進

２ リサイクルの推進

①木材チップの品質の確保
②木材チップの供給安定性の確保
③民間リサイクル技術の活用
④建設発生木材の搬出先の拡大
⑤公共工事における再生品の利用拡大

Ⅲ 不適正処理防止・リサイクル推進のための支援策

①広報の充実
②建設発生木材のフローの把握
③建設発生木材の収集・運搬の効率化

千葉県における建設発生木材リサイクル
促進行動計画の概要
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一定規模以上工事発注者は工事着手７日前までに工事の概
要、資材の量等を知事に届出する（建設リサイクル法第１０条）
が、この届出内容には、再資源化の実施方法に関する事項
が含まれていない。

千葉県は、建設リサイクル法第１０条の届出
時に、建設発生木材の処理方法を明記した
契約書の写し等を添付するよう発注者に対し
て協力依頼を行う。

（参考）岩手県では条例において、工事着手７日前までに特定建設資材廃
棄物の処理方法（処理の委託先、処理費用等）を県知事に報告する
よう義務付け（平成１５年４月より）

一部の不適正な処理業者が、木材チップを「有価物」と偽って
不適正処理を行っている。

各業団体は、本社レベルで処理業者と契約す
るなど適正な処理業者との契約に努めるよう
会員各社に通知を行う。

千葉県は、建設リサイクル法の対象工事規模
要件の上乗せについて、周辺の都県等からの
意見聴取を踏まえ、その必要性について検討
する。

千葉県は、排出事業者と処理業者との契約が
適正化される（廃棄物処理と他の下請工事契
約について分離発注方式を原則とする 等）
よう、関係業団体宛に通知を行う。

建設現場 破砕施設（中間処理） 製品工場

主な
流れ

建設発生木材 木材チップ パーティクルボード 等

49
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木材チップは利用先が多種多様な産業にわたっており、木材
チップの品質の基準化、供給時期と需要時期のミスマッチの
解消等が求められている。

国は、排出事業者・中間処理業者・木材チップ
需要者をメンバーに含めた検討会を設置し、
「木材チップの品質基準」「建設発生木材の分
別基準」を策定する。

業団体は、建設発生木材のリサイクル率を向
上させる観点に立ったストックヤード設置の有
効性について検討する。

建設現場での排出、破砕施設での処理、さらにはリサイクル
施設等での受入に至るまでの各段階における数値を把握で
きていない。

千葉県は、「千葉県における建設発生木材の
フロー把握手法検討会」を設置し、木材チップ
需要者等からの新たな報告制度の導入等を
検討する。

（参考）神奈川県では事務取扱要領を定め、県発注工事から排出される建
設発生木材の処理の委託は事前に登録された指定事業者に行うこ
ととし、その処理実績（有価物として取引された分も含めて）を県に
報告させることとしている。（平成１７年４月より）

建設現場 破砕施設（中間処理） 製品工場

主な
流れ

建設発生木材 木材チップ パーティクルボード 等

50
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バイオマス発電

図１.木質バイオマス発電における木材利用量の推移

平成17年までの木質バイオマス発電における木くず燃料利用量：約２３０万トン
平成18年以降に新規・増設見込みのバイオマス発電における木材利用計画量合計：約３１０万トン

⇔建設発生木材の場外搬出量のうち未利用部分（平成１７年度）は約１５０万トン

出典：「ＩＮＤＵＳＴ」2006年10月号「建設副産物のバイオマス活用」（全国
木材資源リサイクル協会連合会）より国土交通省作成

大型発電施設の稼動など木質バイオマス発電関連施設は増加傾向にあり、近年、
地域によっては木材チップの需給逼迫が懸念されている。

図２.全国における建設発生木材のリサイクルフロー

出典：「平成17年度建設副産物実態調査」（国土交通省）

未利用部分：

約150万トン
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H19以降新規・増設

H18新規・増設

H17新規・増設

H16以前

２９

８９

１１１

４３

１１６

３７

６２

３８

２１

①
場外搬出量
471

77%
③
再資源化施設へ

363

6% ⑤最終処分 28

再資源化
施設

10%⑦再資源化施設
減量化量 45

最終処分4 4

単位：万トン

3% ②工事間利用 13

65% ⑥再資源化
施設後
再利用 308

1% ⑩焼却施設後
最終処分 7

14%
④焼却施設へ 67

焼却施設

13% ⑨焼却施設
減量化量 60

2%  ⑧再資源化施設後
最終処分量 9
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建設混合廃棄物に関する今後の方向性

0 20 40 60 80 100

H7年度 H12年度 H14年度 H17年度

９%
１１%

建
設
混
合
廃
棄
物

分別の上、リサイクル
可能品目についてはリ
サイクル

・建設リサイクル法による分別
解体の徹底

・建設廃棄物小口巡回共同回
収システムの構築

H17で H12比排出量を
40％削減

H24でH17比排出量を３０％削
減

・リサイクルよりも排出量削減が
重要

・分別の徹底により建設廃棄物
の収集・運搬が少量・小口化

現状 課題 今後の方向性

0 200 400 600 800 1000

H7年度 H12年度 H14年度 H17年度

３６%

目標値（H24) H17排出量に対して３０％削減

３３７万t
４８５万t

９５２万t

再資源化等率

排出量

（％）

（万t）

２０５万t
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２８%



調査日：調査日：H13.10.22H13.10.22～～H13.10.26H13.10.26

調査対象：調査対象：11都都33県（東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県）において、県（東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県）において、

（社）建築業協会環境委員会副産物部会（社）建築業協会環境委員会副産物部会のの会員各社が施工する会員各社が施工する

新築の工事現場から排出される混合廃棄物新築の工事現場から排出される混合廃棄物

出典：社団法人建築業協会環境委員会副産物部会出典：社団法人建築業協会環境委員会副産物部会

「建築系混合廃棄物の組成及び原単位調査報告書」「建築系混合廃棄物の組成及び原単位調査報告書」

※※分別不可能物：ボードくず、コンクリート片、土砂等の分別不可能物：ボードくず、コンクリート片、土砂等の 混合物で混合物で

性状が細かいため仕分け性状が細かいため仕分け 不可能なものをいう。不可能なものをいう。

廃プラス
チック類
22%

紙くず
23%

分別不可能物
14%

その他（分別
不可能物を
除く）  10%

コンクリート片
2%

ガラスくず及び
陶磁器くず
5%

金属くず
7%

木くず
18%

サンプル量

840m3

建設混合廃棄物の品目構成（サンプル）

建設混合廃棄物排出量の品目構成（サンプル調査結果）建設混合廃棄物排出量の品目構成（サンプル調査結果）

83%

50%
45% 44%

27%

2%

41%
46%

4%
29%

16%
8% 10%

52%
44%

金

属

く

ず

紙

く

ず

木

く

ず
ガ

ラ

ス
く

ず

コ
ン
ク

リ
ー

ト
く

ず

陶

磁

器

く

ず

廃

プ
ラ

ス

チ

ッ
ク
類

再生利用 減量化 最終処分

産業廃棄物の種類別再生利用等率産業廃棄物の種類別再生利用等率

（環境省資料）（環境省資料）
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建設混合廃棄物の課題と今後の方向

排
出
事
業
者

（
建
設
会
社
）

産
業
廃
棄
物

処
分
業
者

関係地方

公共団体
国

産業廃棄物収集運搬業者

協議会
首都圏建設副産物小口巡回
共同回収システム構築協議会

小口巡回共同回収小口巡回共同回収

土木工事現場土木工事現場

建築工事現場

戸建て住宅
解体工事現場

戸建て住宅
解体工事現場

管理センター管理センター

再資源化施設再資源化施設再資源化施設

静脈物流センター

共同集配場共同集配場共同集配場

※H17.6協議会設立

①建設混合廃棄物の再資源化率を
大幅に高めることは技術的に困難

②工事現場での分別徹底による
排出量の削減が重要

③小口化・多品目化するため、
従来通りの運搬方式ではコストが
大幅増になる

④複数の工事現場を巡回し共同
搬送を行う建設副産物小口巡回
共同回収システムの構築が有効
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建設汚泥に関する今後の方向性

0 20 40 60 80 100

H7年度 H12年度 H14年度 H17年度

69%

41%

14%

縮減 24%

縮減 11%

縮減 8%

再資源化 45%

再資源化 30%

再資源化 6%

建
設
汚
泥

盛土材、埋戻し材、

路盤材等にリサイクル

「建設汚泥の再生利用に関するガイド
ライン」（H18.6.12策定）等に基づきリ
サイクルに積極的に取り組む

H17再資源化等率７５％ H24再資源化等率８２％

建設汚泥の再生品は建設発
生土等と競合する上、コストが
高い

現状 課題 今後の方向性

目標値（H24) ８２％

再資源化等率
（％）
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性状、強度区分

コーン指数

200ＫＮ/㎡未満泥土

コーン指数

200ＫＮ/㎡以上
第4種建設発生土

コーン指数

400ＫＮ/㎡以上
第3種建設発生土

コーン指数

800ｋＮ/㎡以上
第2種建設発生土

礫及び砂状第1種建設発生土

建設
汚泥

建
設
発
生
土

発
生
土

建設
汚泥

建
設
発
生
土

建設廃棄物処理指針
（廃棄物処理法による分類）

土質区分基準による区分

・建設汚泥以外の土砂

・地山掘削により生じる掘削物

・浚渫土

標準仕様ダンプトラックに
山積みできず、その上を
人が歩けないような流動
性を呈する状態のもの。
おおむね200kN/㎡以下。
なお、地山の掘削により生
じたものは土砂。

建設汚泥とは、建設工事に係る掘削工事から生じる泥状の掘削物および泥水のうち、廃
棄物処理法に規定する産業廃棄物として取り扱われるもの

建設汚泥の定義
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①
場外搬出量
752 83%

13% ④最終処分94

再資源化等率　 （②＋⑤＋⑥）
　　　　　　　          　　　① ＝74.5%

単位：万トン

 4% ②工事間利用　32

③再資源化施設へ
625

再資源化
施設

⑤再資源化施設後再利用
328

⑥再資源化施設
　減量化量 200

⑦再資源化施設後
　 最終処分　97

最終処分192

44%

27%

13%

砕石
（路盤材等）
2万トン
6.0%

ドレーン材
0万トン　0.0%

流動化処理土
9万トン
28.4%

セメント副原料
5万トン
16.2%

土砂代替材
（盛土材等）
16万トン
49.4%

調査対象
4社

33万トン

砕石
（路盤材等）
0トン　0.0%

ドレーン材
0トン　0.0%

流動化処理土
12万トン
14.5%

セメント副原料
0トン　0.0%

土砂代替材
（盛土材等）
68万トン
85.5%

調査対象
7社

80万トン

建設汚泥の再資源化

図：関東(1都3県)における内訳

四捨五入の関係で合計値と合わない場合がある

図：近畿における内訳

（注）全国産業廃棄物連合会アンケート結果（H14結果）
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注）数値は平成１７年度実績

資料：平成１７年度建設副産物実態調査



建設汚泥の工事区分別排出量

国 ２８万t(4%)

公団・事業団

３９万t(５%)

都道府県

１２５万t(１７%)

政令市

３９万t(５%)
市町村

８０万t(１１%)

建築

４１０万t(５５%)

資料：「平成資料：「平成1717年度建設副産物実態調査」（国土交通省）年度建設副産物実態調査」（国土交通省）

・建設汚泥の排出量は、平成１７年度 ７５２万ｔである。

・工事区分別にみると、建築５５％、公共土木４１％、民間土木４％となって
いる。

平成17年度排出量752万ｔ

民間土木

３０万t(４%)
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北海道10.2万t(1.4%)

資料：「平成資料：「平成1717年度建設副産物実態調査」（国土交通省）年度建設副産物実態調査」（国土交通省）

東北52.4万t(7.0%)

関東（１都３県以外）26.7万t(3.6%)

関東（１都３県）

430.0万t(57.2%)

北陸19.2万t(2.6%)

中部65.0万t
(8.6%)

近畿58.3万t
(7.8%)

中国22.9万t(3.0%)

四国13.2万t(1.8%)
沖縄3.5万t(0.5%)

注)１都３県

埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県

建設汚泥の地域別排出量
• 建設汚泥の排出量は、関東地域、中部地域、近畿地域で全国の約
７７％を占める。

⇒特に首都圏（1都３県）が全国の５７％を占める。

九州50.5万t(6.7%)

図図 建設汚泥の排出量（平成１７年度）建設汚泥の排出量（平成１７年度）
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基本的考え方

２．再生利用の促進

４．関係者の役割の徹底

３．適正処理の推進

品質基準の策定

・再生利用の意識が低い関係者が多
い。

問題点

・再生品の統一的な品質基準がない。

・再生利用を行うに当たっての方策が
煩雑・不明確。

･再生利用を促進する制度が十分には
定まっていない。

・再生品の価格が高い。

１．発生抑制の徹底

再生利用制度の手続き等の簡素化、明確化

公共工事における率先的な利用

再生利用が進んでいない

建設汚泥の再生利用に当たっての基本的考え方
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建設汚泥
発生工事

発生工事現場内で改良し、
現場内で利用

発生工事現場内で改良し、
他の工事現場で利用

（中間処理施設や利用現場で改良する場合も有り）

再資源化施設に搬出し、
製品化 → 販売

自ら利用

再生利用制度の活用

有償譲渡

※利用側工事の元請業者でも
ある場合には自ら利用

最終的な建設汚泥処理物が「産業廃棄物では無い」と判断されるためには、
「自ら利用」「再生利用制度の活用」「有償譲渡」のいずれかの方策による必
要

建設汚泥処理土については、競合相手である建設発生土が無償で取引され
ているのが通例なため、「自ら利用」「再生利用制度の活用」を基本とする
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建設汚泥の再生利用の流れ



再生利用制度

再生利用制度 大臣認定制度
現在は高規格堤防の
築造材としての利用のみ

個別指定制度

一般指定制度

大臣が認定

知事等が指定

現在の状況

○申請手続きの明確化・事前相談の徹底を図る。

○廃棄物処理業者を介した個別指定制度を活用する。

今後の方策

再生利用制度が十分に活用されていない。

建設現場での改良を主に念頭においたもので
あり実態に即していない。

個別指定制度のイメージ

再資源化施設

発生現場(シールド
工事等)

利用現場(道路工
事等)

現場で改良

排出現場の元請業
者が主体的に取り
組む

再生品のストッ
クが可能

廃棄物処理業の許可不要

申請から認定・指定までの手続きに煩雑・不明確な
面がある。

個別指定制度の形態

形態①

形態②

形態③

＜中間処理する者＞＜搬出する者＞ ＜利用する者＞

排出事業者

排出事業者

排出事業者

利用者

利用者

利用者

利用者
＝再生活用業者

排出事業者
＝再生活用業者

廃棄物処理業者
＝再生活用業者

具体的な再生利用促進策
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建設汚泥
発生工事

発生工事現場内で利用

他の工事現場で利用

自ら利用

再生利用制度の活用

建設汚泥処理土としての再生利用を促進するためには、以下が課題

・利用先の確保

・廃棄物か否かについての環境部局の判断基準

・手続き面の改善

・現状に即した処理の流れ

※利用側工事の元請業者でもある場合には自ら利用
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処理土としての再生利用促進に向けて



手続き面の改善 ～指定までに時間がかかる

排出側工事の発注者が積極的に環境部局への事前相談を実施
排出側工事の元請業者が申請に主体的に取り組む

利用先の確保
～元請業者が受け入れ工事を見つけることは実態として困難

建設汚泥の処理方法（処理土の受け入れ工事等）を発注者が決定する
（発注者は建設発生土の仕組みと一体となって利用調整を図る）

現状に即した処理の流れ
～現場での改良を前提とした個別指定制度の枠組みが実態に合っていない

業の許可を有する産業廃棄物処理業者を介した個別指定制度の活用を推奨

処理土の工事間利用について、リサイクル原則化ルールに位置付け
（改良費用、運搬費用は排出側で負担することを基本）
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処理土としての再生利用促進に向けて



廃棄物か否かについての環境部局の判断基準
～自ら利用、再生利用制度を活用した場合でも、有用な状態に改良したもので無い
と廃棄物としての取扱いが必要だが、この有用物か廃棄物かの判断基準が必ずし
も明確でなかった

建設汚泥処理土利用技術基準に、建築物の埋戻し等を追加

ガイドラインにも、上記環境省通知の考え方を明記

→「建設汚泥処理物の廃棄物該当性の判断指針について」
（H17.7.25、環境省産業廃棄物課長通知）
・判断基準の一つに「建設汚泥再生利用技術基準（案）への適合」を位置付け
・性状を満たしていればそれで良いというのではなく、
具体的な再生利用用途が確定していることも必要
・必ずしも有償譲渡できるものでなくてもよい

大臣認定・個別指定制度の申請に当たっては、工事間利用が確実が行われることを
記載した書類（発注者間の確認書）の提出に発注者が協力
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処理土としての再生利用促進に向けて



建設汚泥処理物については、建設資材として用いられる場合であっても、用途ごとに当該用途に適した性状は異
なること、競合する材料である土砂に対して現状では市場における競争力がないこと等から、あらかじめその具体
的な用途が定まっており再生利用先が確保されていなければ、結局は不要物として処分される可能性が極めて
高いため、その客観的な性状だけからただちに有価物と判断することはできない。

具体の事例においては、以下の一から五までの判断要素を検討し、それらを総合的に勘案して判断することに
よって、当該建設汚泥処理物が廃棄物に該当するか、あるいは有価物かを判断されたい。

一 物の性状について
当該建設汚泥処理物が再生利用の用途に要求される品質を満たし、かつ飛散・流出、悪臭の発生などの
生活環境の保全上の支障が生ずるおそれのないものであること。当該建設汚泥処理物がこの基準を満た
なさない場合には、通常このことのみをもって廃棄物に該当するものと解して差し支えない。
実際の判断に当たっては、当該建設汚泥処理物の品質及び再生利用の実績に基づき、当該建設汚泥処
理物が土壌の汚染に係る環境基準、「建設汚泥再生利用技術基準（案）」に示される用途別の品質及び仕
様書等で規定された要求品質に適合していること、このような品質を安定的かつ継続的に満足するために
必要な処理技術が採用され、かつ処理工程の管理がなされていること等を確認する必要がある。

二 排出の状況
三 通常の取扱い形態
四 取引価値の有無
五 占有者の意思
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「建設汚泥処理物の廃棄物該当性の判断指針」について
（Ｈ１７．７．２５ 環境省産業廃棄物課長通知）



自ら利用について
建設工事から発生した土砂や汚泥を、適正に利用できる品質にした上で、排出事業者が当該工事現場又
は当該排出事業者の複数の工事間において再度建設資材として利用することを従来から行われてきたとこ
ろであり、このように排出事業者が生活環境の保全上支障が生ずるおそれのない形態で、建設資材として
客観的価値が認められる建設汚泥処理物を建設資材として確実に再生利用に供することは、必ずしも他人
に有償譲渡できるものでなくとも、自ら利用に該当するものである。

建設汚泥の再生利用に係る環境大臣による認定制度及び都道府県知事による指定制度
法第１５条の４の２の規定による環境大臣の認定を受けた者が、当該認定基準に適合して再生した建設汚
泥処理物については、必ずしも有償譲渡されるものではなくとも、工事に係る計画等から、当該建設汚泥処
理物について、客観的な価値を有する建設資材に利用され、当該用途に係る適正な、かつ生活環境の保
全上支障が生ずるおそれのない品質、利用量及び施工方法が確保され、かつ、これらのことを客観的に担
保できる体制が明示された具体的な計画があらかじめ定められていることから、当該建設汚泥処理物はそ
の再生利用先への搬入時点において、建設資材として取引価値を有するものとして取り扱うことが可能で
ある。
また、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第９条第２号及び第１０条の３第２号の規定による都
道府県知事又は保健所設置市市長による建設汚泥の再生利用に係る指定制度において、環境大臣の認
定制度と同等の判断基準等が採用されている場合には、当該指定制度の下で再生された建設汚泥処理物
について同様の取扱いをして差し支えない。
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「建設汚泥処理物の廃棄物該当性の判断指針」について
（Ｈ１７．７．２５ 環境省産業廃棄物課長通知）



建設汚泥
発生工事

再資源化施設に搬出し、
製品化 → 販売

有償譲渡

価格が高い等の理由から、製品の需要先が見つからない

建設汚泥を原材料として再生した製品について、グリーン購入法の枠組みの
中で調達を推進

再資源化施設への搬出に当たっては、「確実かつ適正な製品化及び販売を
行っている施設」への搬出に努める

68

製品としての再生利用促進に向けて



十分な改良をせず、土砂と称して残土処分場に搬出
十分な処理をしない物が形式上有償で売却され、その後不法投棄

縮減（脱水等）が行われず、工事現場から最終処分場に直送

やむを得ず再生利用が困難な場合でも、必ず脱水等の縮減を行った上で最終処分

十分な処理をせず、自ら利用と称して自らの保有する土地に埋立

自ら利用を行う際には、事前に利用計画書を作成し、実施状況も記録

自ら利用、再生利用制度を活用した場合も、マニフェストに準じた伝票を作成

最終的な処理結果、処理に係る契約内容について、発注者に提出
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不適正処理の抑制等に向けて



建設発生土に関する今後の方向性

0 20 40 60 80 100

H7年度 H12年度 H14年度 H17年度

６５%

６１%

３２%

目標値（H24) ８７％

建
設
発
生
土

多量の土を捨てる一方、
捨てた土の３割に相当
する量の新材を購入し
ている。

建設発生土等の有効利用に関
する行動計画（H15.10.3策定）
の実施
（指定処分の徹底）
（工事間利用の促進 等）

H17建設発生土利用率
６５％

H22建設発生土利用率９５％

・建設発生土の不適正処理に
よる自然環境への影響

・工事間利用が進んでいないこと
に起因する、新材採取に伴う
自然環境への影響

現状 課題 今後の方向性

利用土砂の建設発生土利用率
（％）
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６５%

※建設発生土は、公共工事のみ集計

※建設発生土に関しては、「建設発生土等の有効利用に関する行動計画」での目標値



建設発生土の搬出・利用に関する現状
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利用土砂の建設発生土利用率

（②＋③＋⑥＋⑦＋⑩）

⑨＋⑩
＝63%

資料：H17年度建設副産物実態調査（国土交通省）

13,541
　⑤内陸受入地

　　（うちｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ経由　285）

①
場外搬出量
19,518

②工事間利用（内陸部工事、海面事業等）
4,986

（うちｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ経由　1,089）

③再資源化施設（土質改良プラント）876
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115

⑦再生砂　182
（ｺﾝｸﾘｰﾄ塊より）
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建設発生土の課題と今後の方向

・建設発生土の不適正処理による自然環境・生活環境への影響

・建設発生土の工事間利用が進んでいないことに起因する、新
材採取に伴う自然環境への影響と土の運搬に用いるトラック台
数の増大

・建設発生土の不適正処理による自然環境・生活環境への影響・建設発生土の不適正処理による自然環境・生活環境への影響

・建設発生土の工事間利用が進んでいないことに起因する、新・建設発生土の工事間利用が進んでいないことに起因する、新
材採取に伴う自然材採取に伴う自然環境環境への影響と土の運搬に用いるトラック台への影響と土の運搬に用いるトラック台
数の増大数の増大

平成１５年１０月に「建設発生土等の有効利用に関する行動計画
（国土交通事務次官通知）」を策定

平成１５年１０月に「建設発生土等の有効利用に関する行動計画平成１５年１０月に「建設発生土等の有効利用に関する行動計画
（国土交通事務次官通知）」を策定（国土交通事務次官通知）」を策定

①利用土砂の建設発生土利用率を平成１７年度までに８０％に向
上させる。

②毎年度実施する公共工事土量調査等を活用してフォローアップ
を行う。目標年度である平成１７年度に詳細な評価分析を行い、
その結果によっては行動計画の抜本的見直しを実施する。

①利用土砂の建設発生土利用率を平成１７年度までに８０％に向①利用土砂の建設発生土利用率を平成１７年度までに８０％に向
上させる。上させる。

②毎年度実施する公共工事土量調査等を活用してフォローアップ②毎年度実施する公共工事土量調査等を活用してフォローアップ
を行う。目標年度である平成１７年度に詳細な評価分析を行い、を行う。目標年度である平成１７年度に詳細な評価分析を行い、
その結果によっては行動計画の抜本的見直しを実施する。その結果によっては行動計画の抜本的見直しを実施する。
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海面処分場に搬出されている建設発生土の土質区分

資料：H14年度建設副産物実態調査（国土交通省）
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中央環境審議会意見具申（H14.11.22）
今後の廃棄物・リサイクル制度の在り方について（平成１４年１１月２２日）

３．制度見直しの主な論点
（２） 不適正処理の防止・適正処理の確保
①現状

土砂については、一般に土地造成の材料として使用されている自然物であるため、これまで
廃棄物処理法の対象となる廃棄物ではないものとして運用しているが、大量の土砂の放置に
より環境保全上の支障が生じている事態が生じている。

②見直しの方向性
（ウ）その他

また、汚染土壌以外の建設工事に伴い生ずる土砂については、現在、その約９割が

公共事業に伴い生ずるものであることから、まず、その発注者である公共主体が
発生土砂の適正な利用や処分を明確にする取組みが必要である。具体的には、国の
直轄工事において導入され、地方公共団体にも普及しつつあるように、発注者が
契約業者に土砂の搬出先を指定するという指定処分を徹底することが必要である。
また、あわせて、掘削土砂の埋め戻し等による建設発生土砂の搬出の抑制や、
発生土砂とその土砂利用に係る情報交換の促進及びストックヤードの整備等による
工事間利用の促進などの取組みを進めるとともに、民間事業についても、指定処分を
始め、同様の取組みを促していくことが必要である。こうした取組みを体系的に進め、
発生土砂の搬出抑制、適正な利用及び処分を実体的に確保していくことを中心に
必要な対策を講じていくことが適当である。 74



建設発生土等の有効利用に関する基本的な考え方

①建設発生土の不適正処理を防止するため、指定処分を徹底するなど、各
公共工事の発注者が建設発生土の行先を完全に把握する。

④上記①～③の支援として、公共工事における土砂のフローの管理など、
必要な施策を随時実施していく。

⑤上記①～④を強力に推進していくため、各公共工事の発注者間等の連携
を強化する。

⑤上記①～④を強力に推進していくため、各公共工事の発注者間等の連携
を強化する。

③工事間利用後、なお、建設発生土の場外搬出量が供給過多状態である場
合は、新技術を活用するなど、さらなる削減に努める。

設計の段階から切土、盛土のバランスをとる等、建設発生土の現場内利用
を進めるとともに、

②並行して、可能な限り建設発生土等の工事間利用を促進する。その際、
まずは、地方ブロック内の工事間利用調整を徹底する。調整不調の場合に
は、地方ブロック外との工事間利用を検討する。
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建設発生土等の有効利用に関する行動計画の具体的施策

施策３ 建設発生土等の工事間利用の促進施策３ 建設発生土等の工事間利用の促進

施策４ 建設発生土等の広域利用の促進施策４ 建設発生土等の広域利用の促進

施策５ 建設発生土等の場外搬出量の削減施策５ 建設発生土等の場外搬出量の削減

施策６ 法的対応の検討施策６ 法的対応の検討

施策７ 汚染土壌への対応マニュアルの策定施策７ 汚染土壌への対応マニュアルの策定

施策８ 廃棄物混じり土への対応マニュアル等の検討施策８ 廃棄物混じり土への対応マニュアル等の検討

施策２ 建設発生土等の指定処分の徹底施策２ 建設発生土等の指定処分の徹底

施策１ 公共工事土量調査の実施施策１ 公共工事土量調査の実施
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公共工事土量調査の実施

工事発注前

（対象前年度）

公共工事土量調査（予定工事）を実施

・各発注者は土工期等の工事情報を事務局に提出

・工事情報提出の再は、情報交換システムを利用

・事務局は工事情報をとりまとめ、各発注者に配布

工事間利用調整を実施

・各発注者間で利用調整

・利用調整結果を事務局に報告

・事務局は利用調整結果をとりまとめ、利用調整出来なかった
工事は地方建設副産物対策連絡協議会で利用調整

・工事予定の変更が有った場合は、情報交換システムを活用し
て各発注者間で個別に利用調整

公共工事土量調査（実績工事）を実施

・各発注者は土量等の工事実績データを事務局に提出

・事務局は工事実績データをとりまとめ、各発注者に配布

工事発注前

（対象年度）

工事完了後

（対象年度末）
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工事の発注者別建設発生土の指定処分の状況
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・目的 ： 発生土の適正な利用の促進を図る。

この基準においては、「土質区分基準」と「適用用途標準」を策定し、それぞれの関係を示している。

「土質区分基準」の策定 → 「適用用途標準」の策定

土質区分基準

（コーン指数）、（土質材料の工学的分類）
ｋＮ／ｍ２

・第４種建設発生土 ： ２００以上、 細粒分まじり砂質土、
（第４種発生土＋第２種改良土） 粘性・有機質土、シルト

・第３種建設発生土 ： ４００以上、 細粒分まじり砂質土、
（第３種発生土＋第２種改良土） 粘性土、シルト

・第２種建設発生土 ： ８００以上、 細粒分まじり礫質土、
（第２種発生土＋第２種改良土） 細粒分まじり砂質土

・第１種建設発生土 ： － 、 礫・砂

（第１種発生土＋第１種改良土）

・泥土 ： ２００未満、 細粒分まじり砂質土、
（泥土） 粘性・有機質土、シルト

※コーン指数とは、締固められた土の地盤としての強さを示す指数。大きいと強い。

※建設汚泥については「建設汚泥処理土利用技術基準」（国官技第50 号、国官総
第137 号、国営計第41 号、平成18 年6 月12 日）を適用するものとする

適用用途標準

・工作物・建築物の埋戻し、路床・路体盛土、土木構造
物の裏込め、河川築堤、土地造成（宅地・公園・緑地
造成）、鉄道盛土、空港盛土、水面埋立の何れの用途
にも、概ね使用可

・工作物の埋戻し、土木構造物の裏込め、路床盛土、
鉄道盛土では、適切な土質改良が必要

建築物の埋戻し、路体盛土、河川築堤、土地造成
（宅地・公園・緑地造成）、空港盛土、水面埋立へは、
概ね使用可

・水面埋立以外の使用にあたっては、

適切な土質改良が必要

また、使用が不適当な場合もある

発生土利用基準について （平成１８年８月１０日国官技第１１２号国官総第３０９号国営計第５９号通知）
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６．建設リサイクル推進施策検討小委員会６．建設リサイクル推進施策検討小委員会
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建設リサイクル推進施策検討小委員会

平成１８年 １２月 「建設リサイクル推進施策検討小委員会」設置

第１回 Ｈ１９．１．１８ ・現状整理

第２回 Ｈ１９．３．１５ ・論点整理

・千葉県からのヒアリング

第３回 Ｈ１９．６．７ ・議題の再整理

・課題に対する検討の方向性

第４回 Ｈ１９．８．２２ ・課題に対する検討の方向性

第５回 Ｈ１９．９．２７ ・建設リサイクル推進施策の理念について

第６回 Ｈ１９．１１．６ ・中間とりまとめ

中間とりまとめに対して、パブリックコメントを実施

（Ｈ１９．１１．２９～Ｈ１９．１２．２８）

第７回 Ｈ２０．２．５ ・中間とりまとめに対する意見募集の結果について

・「建設リサイクル推進に係る方策」（案）について

Ｈ２０．３．１４ 「建設リサイクル推進に係る方策」の策定（記者発表）

平成１８年 １２月 「建設リサイクル推進施策検討小委員会」設置

第１回 Ｈ１９．１．１８ ・現状整理

第２回 Ｈ１９．３．１５ ・論点整理

・千葉県からのヒアリング

第３回 Ｈ１９．６．７ ・議題の再整理

・課題に対する検討の方向性

第４回 Ｈ１９．８．２２ ・課題に対する検討の方向性

第５回 Ｈ１９．９．２７ ・建設リサイクル推進施策の理念について

第６回 Ｈ１９．１１．６ ・中間とりまとめ

中間とりまとめに対して、パブリックコメントを実施

（Ｈ１９．１１．２９～Ｈ１９．１２．２８）

第７回 Ｈ２０．２．５ ・中間とりまとめに対する意見募集の結果について

・「建設リサイクル推進に係る方策」（案）について

Ｈ２０．３．１４ 「建設リサイクル推進に係る方策」の策定（記者発表）
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「建設リサイクル推進計画２００８」の概要

平成２０年度～２４年度の５ヵ年を計画期間とする。

・国、地方公共団体及び民間が行う建設工事全体を対象

・国土交通省における建設リサイクルの推進に向けた基本的考え方、目標、具体的施策を内容と
する計画
・建設リサイクル推進計画２００２（H14）、建設発生土等の有効利用に関する行動計画（H15）を統
合し、平成20年度以降に引き継ぐもの。

計画期間

計画の対象

計画の位置づけ

・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊、ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊のリサイクルが相当程度進んでいることを踏まえ、他の品目
（建設発生木材、建設汚泥、建設混合廃棄物、建設発生土）に注力
・規制的手法に加え、民間の創造的取り組みを推進
・他の環境分野との統合的展開を意識
・発生抑制についてより具体的な取組を開始
・適時適切なフォローアップを実施

計画のポイント

主な取り組みの例

・予防保全の実施等による構造物の延命化等、戦略的維持管理の実施（発生抑制）
・住宅の寿命を延ばす「200年住宅」への取り組みの推進（発生抑制）
・官庁施設について、既存建築物の構造躯体などを再利用するリノベーション事業の実施（発生抑
制）
・現場分別マニュアルの策定、木材チップの品質基準の策定（現場分別、木材）

国土交通省所管公共工事を対象とすることを基本としつつ、他省庁や地方公
共団体、民間等が行う建設工事についても、本計画の反映を期待



建設リサイクル推進計画２００８の目標値

目標値は、下記のとおり平成22、24、27年度に設定する。
・平成22年度（中間目標）
・平成24年度（計画の目標年）
・平成27年度（中期的目標）

フォローアップ

建設廃棄物等対策推進会議（議長：技監）において、「建設リサイクル推進計画2008」に盛り込まれ
た施策の実施状況についてフォローアップを行う。フォローアップにあたっては部会において実施す
ることとし、必要に応じて個別の取り組み毎にWGを設置し、施策の点検等を行う。

「建設リサイクル推進計画２００８」の概要

再資源化・縮減率

排出量

有効利用率※２

再資源化・縮減率

再資源化率

指 標

８７％

９４％

205万ｔ
(H17比-30％)

８２％

９５％以上

７７％

９８％以上

９８％以上

H24目標

９４％以上９３％９２．２％８８％建設廃棄物全体※１

175万ｔ
(H17比-40％)

220万ｔ
(H17比-25％)

292.8万ｔ363.6万ｔ
（H12比 -25％）

建設混合廃棄物

（６２．９％）

８０．１％

７４．５%

９０．７％

６８．２％

９８．１%

９８．６％

H17実績

９５％以上９５％９０％建設発生木材※１

９８％以上９８％以上９６％以上ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

９０％８５％

（７５％）建設発生土

８５％８０％６０％建設汚泥※１

８０％７５％６０％建設発生木材

９８％以上９８％以上９８％以上ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

H27目標H22 目標
（中間目標）

推進計画2002
（H17目標)

対象品目

※１縮減を含む。
縮減とは、焼却、脱水などにより廃棄物の量を減ずる行為

をいう
※２（ ）の数値は現場内完結利用を含まない有効利用率



・平成24年度を目標年度とし、目標値を設定。
・第２次循環型社会形成推進基本計画で設定している目標年（平成27年）との整合を図り、より進ん
だ建設リサイクルへの取り組みを促すため、中期的目標として平成27年度の目標値を設定。
・また、フォローアップ、見直しの計画的実施のため平成22年度に中間目標値を設定。

目標値の設定

・平成20年夏頃に策定予定である次期社会資本整備重点計画の計画期間との整合を図り、平成20
年度～平成24年度の５ヵ年を計画期間とする。

計画期間の設定

建設副産物実態調査の実施
・建設副産物実態調査は５年周期を基本とし、これまで、Ｈ７、Ｈ１２、Ｈ１４（中間年）、Ｈ１７に実施
してきた。今後、Ｈ２０（中間年）、Ｈ２２、Ｈ２４（中間年）、Ｈ２７に実施予定。
・なお、調査の結果については集計の後、翌年度に公表。

計画の点検及び次期計画の見直しのスケジュール
・次期計画は平成25年度以降の計画とし、平成24年度に計画の見直しを行う。
・その際、数値目標の達成状況については平成22年度建設副産物実態調査結果を用いるものと
する。
・次期計画の策定までのスケジュールについては下記のとおりH25 H26 H28以降

点検 点検 点検 点検

建設副産物実態調査

公表 公表 公表 公表

H27H24H20 H21 H22 H23

建設リサイクル推進計画２００８

計画の見直し

実施 実施 実施

新たな推進計画

中間目標 目標値

目標値のフォローアップ 目標値の見直し

実施

目標値

計画期間と目標値設定の考え方について（補足）


